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論文
協同組合間協同の成立条件
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1 協同組合間協同の思想的淵源
周知のように協同組合間協同の原則は1966年,g月，ウィーンにおける第24回
国際協同組合同盟大会 (InternationalCo-operative Alliance Congress)において
採択された原則で，もっとも漸新な原則として脚光を浴びたものである。そし
てこの原則こそは，先進国における巨大企業集団の成立，国際的には多国籍企
業に代表される企業帝国の成立などを背景とし，各種の協同組合が協同組合間
協同によって対抗していくことを規定したもので， 20世紀後半の協同組合運動
の方向を指示した原則ということができる。
しかしこの原則は1966年に忽然と提起されたものではなく，産れるべくして
産れた歴史的必然性をもった原則であったということができる。この原則の淵
源は遠くロバアト・オウエン (RobertOwen 1771-1858)の1834年2月の大組合
主義をかかげた労働組合大連合(GrandNational Consolidated Trades Union)の
結成にまでたどりつくことができる。彼はこのなかで労働組合と協同組合の提
携，協同組合と協同組合の協同を構想し，労働者全体の大同団結を唱えた。そ•
して彼は弱肉強食の資本主義にとって替る，協同原理にもとずく新協同社会を
樹立できると信じていたようである。
現にオウエン主義者の機関誌『クライシス」 (Crsis)の主筆スミスは「現在
ロンドンに 2個の議会が存在する。しかもわれわれは労働組合議会の方が逢か
に重要であり， 1, 2年内にこれが優勢なものになることを断言するに躊躇し
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ない」とまでいいきっているほどである。オウエンの大組合主義はオウエンの
環境論を基本にし，労働交換所，消費組合の開設，教育事業の徹底的推進，労
働組合間の提携，労働者生産協同組合と消費組合の協同，消費組合相互間の協
同を強力にすすめることを主張している。主要な敵対者にたいし，組合間の協
同や組合間の補完補合を行なう以外にないというのが，この期のオウエンの考
えであった。
しかしこの大同団結もイギリス資本主義の強固さに対する分析の甘さや内部
的な対立の発生などによって衰退して行ったことは，周知のところであるが，
しかしオウエンの播いたこの種子は，ロッチデール公正先駆者組合のなかに継
承されていった。 これはオウエン主義者であったチャールス・ハーワース
(Charles Howarth 1814-1868) が起草したロッチデール公正先駆者組合綱領の
なかに継承・再生しているといってよかろう。すなわち「4'組合員の利益と
保障を増進せしむるため，組合は若干の土地を購入，または借入し，失業した
り，労働に対して不当な報酬しか得ていない組合員にこれを耕作させること。
5, 実現が可能になりしだい，本組合は生産，分配，教育および政治の力を
備えること，換言すれば，共通の利益に基づく自給自足の国内コロニー (Self-
Supporting Home-Colony)を建設し， また同様のコロニーを創らんとする他の
諸組合を援助すること」と宣言している％
．つまり，ロッチデール公正先駆者組合は，たんなる生活必需品を共同購入す
る組織ではなく，住宅を建設し，土地を購入し，消費者の必要とする食料を生
産するコロニー建設を意図していたといってよい。そして生産と消費を一貫し
ておこなう協同組合的共同体を建設すると宣言しているのは，ロッチデール公
正先駆者組合の終局の目的をコロニーの建設においていたことが明確に示され
ているというべきであろう。そしてこの宣言のなかにロバアト・オウエンの精
1) G. J. Holyoake, History qj the Rochdale Pioneers, 1922, 「ロッチデー ルの先駆
者たち」協同組合経営研究所訳47ペー ジ。G.D. H. Cole ; A Century of Co-operation. 
1944, P. 75. 中央協同組合学園訳114ペー ジ。
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神が底流に脈々と流れていることを知ることができる。そして単独の協同組合
では自給自足を主体とするコロニーの建設は不可能であるから，協同組合間の
提携と連帯による以外にないという考え方であった。 1966年の第24回大合で採
択をみた協同組合間協同の原則は2), このオウエンの考えを継承し，• ここに思
想の淵源をおくものということができる。
2 協同組合間協同の類型
協同組合間協同はいくつかのタイプに分類することができると考えられる。
まず第 1のタイプは同種協同組合間の協同であろう。これは職種を同じくする
協同組合や連合会が，横の連携をとり，業務の協定，事業の共同推進，施設の
共同設置や共同利用，人事の交流などをおこない相互扶助の効果をあげようと
するものである。たとえば，大型コンビューターの共同利用，大型機械施設
の共同利用，農業管理センターの共同設置などである。このような物的施設の
共同利用を通じて具体的に協同組合間協同をおし進め，高い理念を実現して行
こうとするタイプである。
第2のタイプは異種協同組合間の協同である。これは職種の異なる協同組合
が，地域内あるいは地域外で，職種が相違する特質を活かし，事業の補完補合
をし，相互扶助していくタイプである。職種や地域を異にする協同組合は，組
合を構成する組合員の性格が異なるため，協同組合としては同根であっても，
かなりの性格の差違があり，またその成立の歴史的事情も異なるため，一般に
提携しあうことが容易でないものである。‘
たとえば，農業者の組合である農協と，労働者を主体とする生活協同組合と
では，前者の組合員がなによりも土地所有者で，牢固として家産としての私有
制を守ろうとする性質をもち，この性質は兼業が進行し，実質的に肉体労働者
2) All co-operative organisation, in oder to best serve the interests of their 
members and their communities, should actively co-operate in every pract-
ical way with other co-operatives at local, national and international levels. 
(I. C. A. ; Report of the I. C. A. Commission on Cooperative Principles, 1967.) 
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的性格を強めていても，喪失することのない本質として定在しているし，これ
にたいし，生協の組合員は， 肉体労働者たると知的労働者たるとを問はず，
所得の源泉が労賃であるという性質をもち，財産も消費材や流動資産が主であ
って，農業者との間に大きな差異があるといわなければならない。また，両組
合員の生活の場が，一方が「農村」と一方が「都市」という環境条件の差異を
もち，風俗，慣習，家族形態，地縁関係などにも大きな開きがあることも否定
することができない。とくに近来の地価の高騰は，農家にとっては潜在的資産
の増加であるが，都市消費者にとってはますます土地取得を困難にし，持家へ
の希望を現実的に挫折させることで，両者の間はまさに「敵対的」ですらある
といってよい。一方，農業者にとっては生産手段を都市に侵食されているとい
う意識も強いし，農産物も地価の投資利回りとしては不当に安いという考えが
強い。また消費者にとっては，農産物価格は不安定で高いという意識が強く，
双方の関係は相反するようにみえる。
ところで農業者と都市の消費者は不倶戴天の敵として宿命ずけられているも
のであろうか。また，農業者を組織している農業協同組合と都市消費者を組織
している消費生活協同組合とは永久に交わることのできない敵対的組織であろ
うかどうか，ということである。
周知のように，農業者と労働者，生産者と消費者，農村と都市という対立も
巨大資本が支配する経済構造のもとで，等しくその労働者として位置ずけられ
るような状況のもとにおいては，だんだんとその区別も不鮮明になってきてい
る。また農村コミュニティ (RuralCommunity) と都市コミュニティ (Urban
Community)はだんだんと複合されてルーバン・コミュニティ (RubanCommu・ 
nity)が形成されてきているし，生産者(Producer)と消費者(Consumer)の区別
もだんだんと不鮮明になり，両者が複合されたプロシューマー (Prosumer)と
いう性格のものが形成されてくる傾向もみえてきている凡
3)この点，すでにアルビン・トフラーが患者が医療器をもち自から治療する例を引いて
提起しているところである。 AlvinToffler ; The third wave, 「第3の波」 （鈴木
建次・桜井元雄訳， 日本放送出版協会刊， 1980年）。
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このような条件下では，両組合員の性質の差もだんだんと近ずいて「国家独
占資本主義下における勤労者」として同一性をもちつつあるとも考えられる％
こういう視点からみると，異種協同組合間協同の条件も次第に整備されつつあ
るとみるべきではなかろうか。そして生産者，消費者としての両組合員の敵対
関係も，その間に介在する流通資本との関係では，利害が相反するよりも，共
通性をもつ点が多く，このことが理解されるに従って，流通資本を排除して生
産者の組合と消費者の組合が，直接に提携し，協同組合間協同をおこなって行
こうという気運がとみに強くなっていることも事実である。これは国家独占資
本主義段階での労農同盟の一形態ともみることもできよう。
異種協同組合間の協同には農産物を媒介とする農協と生協の協同，林産物
（シイタケ，筍，木炭など）を媒介とする生協と森林組合の協同， 海産物を媒介
とする生協と漁業協同組合の協同，金融を媒介とする農協と生協の協同，土地
を媒介とする住宅協同組合と農協の協同組合間協同など，多くの組み合せが存
在している。
第3の協同組合間協同のタイプは同種の系統組織間の協同である。これは地
域単位協同組合間の横断的協同と違い，垂直的協同といってもよい。単位協同
組合はその事業を補完するため 2次組織（府県段階）， 3次組織（全国段階）の連
合会組織をつく．っている。従来，単位協同組合と連合会組織との協同は，その
趣旨からして補完補合の関係にぁったが，だんだんとその事業や権力が連合会
組織に集中し，協同組合の民主的運営に問題がでており，対等な協同組合間協
同とはいえない従属組織的な面も現われている。
第4のクイプは国際的協同組合間の協同である。協同組合は個人の生活や生
産を補完し擁護する経済組織であるため，職能や地域の特定をうけることはい
うまでもないが，しかしその目的を達成するためには国際的連帯を強めること
4)栗原百寿は1931年（昭和26年） 11月に「実質には，国家独占資本主義に全面的に従属
する事実上の賃銀労働者，すなわち「国家独占資本主義的家内工業の事実上の賃銀労
働者」と規定している。 『現代日本農業論」中央公論社版126ページ。
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が不可欠である。外国の協同組合との協同組合間貿易，情報の相互交換，経験
の交流，発展途上国協同組合への援助，姉妹協同組合の締結など各種の協同組
合間協同がおこなわれている。また，国際協同組合同盟 (I.C.A.)をつくり，
協同組合原則の制定，協同組合思想の普及などをおこなって，国際的協同組合
間協同を推進している。
3 協同組合間協同の媒介項
協同組合間協同が高い理念を中心とした運動であることはいうまでもない
が，提携ないし協同のためには，両組合をつなぐ物的な共通項がなければなら
ない。たとえば，農産物の購買・販売とか金融を媒介とするとか，土地の賃貸
借を橋渡とするとか，施設の共同利用を媒介とする協同とかである。
この場合，最も切実なものは前述の第2形態の異種協同組合間協同であるの
で，以下，この種の協同の場合を主たる対象として考察してみよう。
第1に組合間協同の媒介項は食料・農産物であろう。農協と生協，漁協と生
協，森林組合と生協などすべて食料・農産物を媒介項とする連携である。農協
は農産物の生産者としての農業者の組織で，組合員の農産物の販売，生産資材
の供給，農業経営のための資金の貸付，貯金の受入，生産物の運搬，加工，貯
蔵，さらに共済に関する事業などを営む非営利的な協同組織である。
消費生活協同組合は組合員の生活に必要な物資を購入し，これを組合員に供
給する事業を骨格とし，組合員の生活の改善，文化の向上，共済に関する事業を
営む非営利的組織である。この二つの組合を結ぶ物的な媒介項は，いうまでもな
く，農産物・食料であろう。そしてこの農産物・食料は人間のエネルギーの源
泉で， 3大生活要素である衣食住のうち，最重要なものということができる。
ところで，わが国ではこの農産物の自給率は総合で72%,・ 穀物では33%
・(1980年）となっており， 消費者に供給される食料中， 自国農産物の占める比
率は逐年低下してきているというのが実態である。
いま自給率の低下の状況を示すと第 1表のようである。
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第1表食用農産物の自給率の推移
昭和35年 昭和40年 昭和45年
総合 自 給率
90 81 76 
穀物（食用＋飼料用） 83 61 48 
うち主食用穀物 90 80 79 
米 102 95 106 
小 麦 39 28 ， 
大 麦．裸 麦 107 73 34 
大 豆 28 11 4 
野 菜 100 100 99 
果 実 100 90 84 
鶏 卵 101 100 97 
牛 乳・乳製品 89 86 89 
肉 類 91 89 88 
砂 糖 18 30 23 
濃 厚 飼 料 67 44 33 
食料の総合自給率＝ 食料農水産物国内生産額今如皇が四師細嘩鴫呵嘩XlOO
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昭和50年 昭和54年
74 72 
43 33 
76 69 
110 107 
4 ， 
10 ， 
4 4 
99 97 
84 85 
97 98 
82 87 
77 80 
16 24 
31 26 
ここで注目されることは，大麦，小麦，大豆の急速な自給の減少と米の過剰
が関連して起っていることである。人間の胃袋は一定の容積しかないので，穀
物の輸入が増加し，胃袋への投入量が増えれば，米の消費は減少し，米の生産
量が一定としても過剰は当然の結果であるが，この背景には日本資本主義の重
化学工業を中心とする貿易政策があるといわなければならない。集中豪雨的輸
出と酷評された海外市場拡大の過程は，農産物輸入増大の過程でもあったし，
貿易収支の観点が穀物の輸入の背景に横わり，このことが自給率をおとし，米
を過剰にしてきた経済的・政治的構造であったといわなければならない。この
視点をおとすと，消費者と生産者の利害が直接相対立する形となり，協同組合
間協同の成立の条件は展望をもたなくなるということである。
ところで問題は量的な自給率の低下のみでなく，農産物の質的低下をあげな
ければならない。今日の農業生産は市場への商品生産農業であって市場価格が
農業生産を規定していることはいうまでもない。市場価格が高いと，｀高い市場
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価格を目ざして施設装置化し，化石エネルギーを焚いてでも抑成，促成栽培を
おこない，品薄期をねらった栽培技術を追求し，太陽の光線や熱を利用する露
地栽培を見捨ててしまう。施設加温農業はたしかに真冬にも苺やトマト，胡瓜
を供給し，その希少性によって高い価格を実現できるが，不自然な栽培からく
る病虫害の多発， そのための農薬撒布瀕度の増加， 使用量の増大をよぎなく
し，密室内での作業による生産者の被毒，生産物への残留毒性など数々の社会
問題を惹起した。また後述するように農産物流通上の問題も多く発生している。
これらの矛盾を克服するという観点から生活協同組合と農業協同組合間の協
同が組まれる場合が少くない。
協同組合間協同の第2の媒介項は金融を通じての結び付きである。周知のよ
うに農協は1900年（明治3年）産業組合成立以来， 信用事業をその事業の主柱
にしてきた。初期は負債整理のための融資を柱にし，貸付組合的性格をもって
いたが， 1917年（大正6年）を境に貸付金より貯金が増加し， 貯金組合的性格
に転換している。 とくに1965年（昭和40年）以降の高度経済成長によって，兼
業所得の増大，農地価格の高騰，土地代金の吸収によって，信用事業は飛躍的
に資金規模を拡大した。このことをテコとして農協事業全体の拡大がはかられ
たといってよい。
ところで， 1980年（昭和55年） 3月の系統農協の貯金高をみると 24兆 0593億
円となり，全国総貯金高の7.4彩のシエァーを占めるに至っている。しかし同期
の単位農協貯貸率をみると，全国平均で39.7彩と著しく低く，このため余裕金は
上部系統機関に預金化される形になっている。また，県信連段階の全国平均貯
貸率は，22.8%になり，余裕金を農林中央金庫に預金化する構造になっており，
かなりの余裕金が農林中央金庫に集積されている。これは農業内部の投資の減
少とあいまって，関連産業への融資が増大し，同期で2兆9678億円になり，貸付
金総額の51形が関連産業融資となっている（農林中金「業務報告書」による）。
ところで，消費生活協同組合には，信用事業は認められていない。これは 1. 
地区 1信用事業という政府の方針によるものであるが，後発の消費生活協同組
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合には著しい不利性をもたらすことになっている。 このことが生協事業の拡
大，店舗の増設などを阻む一因にもなっているが，農協のもつ蒐大な余裕金を
内部金利水準で生協に融資をするならば，協同組合運動の前進に貢献するとこ
ろ大きいと思われる。この金融を媒介とする協同組合間協同が現におこなわれ
てているが，未だその規模は小さいし，今後の発展が期待されるところであ
る。
いま，1979年度末（昭和54年）の生活協同組合の借入残高をみるとS)'539組合
で1459億円となり1978年度末と比較し62億円増加している。このうち，短期借
入金が79年末で248億3800万円，長期借入金が728億2500万円となっている。長
期借入金のうち，地域生協がその 55.4彩403億6600万円を借入し，医療生協が
33.9彩247億円を借入している。
いま，長期資金と短期資金のうち，協同組合間の融資を集計してみると第2
表のようである。
第2表生活協同組合の協同組合間借入状況 (1979年末）． （単位千円）
長期借入金 短期借入金
金 額 1・構成比 1生協数，金 額 1構成比 1生協数
労 働 金 庫 8,848,686 12.7 124 5,270,648 25.5 102 
農 林 中 金 6,117,202 8.8 21 238,000 1. 2 4 
県信連・農 協 2,257,440 3.2 10 413,500 2.0 4 
漁信連・漁 協 1,040,300 1. 4 3 10,000 0.6 1 
備考：「生協の経営統計』 (1980年版， 日本生活協同組合連合会刊）より作成。
長期資金，短期資金とも労働金庫からの借入が最も多いが，農林中金からの
協同組合間金融が長短期あわせて25組合， 63億5520万円になっている。また，
県信連や農協からの協同組合間金融が長短期あわせて26億7094万円となってい
る。生協への融資は昭和48年の農林中央金庫法の改正によって関連産業への融
資とは別に所属団体への融資を適用して行うことに解釈を統一している。した
がって所属団体への金利を適用し，開発銀行の長期プライム・レートと同率と＿
5)日本生活協同組合連合会刊「生協の経営統計」 (1980版）による。
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して運用している。ここに協同組合間協同の実質を活かしているといってよ
ぃ。しかし農協は農林水産省が行政監督をおこない，生活協同組合は厚生省が
指導監督をおこなうという従割方式がとられているため，協同組合間協同も兄
弟組合でありながら必ずしもスムースにはいっていない。従割行政と縄張り意
識が，民主的な横断的組織の連帯を困難にすている点を指摘しなければならな
い。
また，地域の農協と生協の段階では，事業の競合から，生協に融資をするこ
とによって相手組合の勢力が拡大されることを警戒するあまり，融資の便をあ
たえ，協同組合間協同をはかることに消極的な組合もみられる。これは協同組
合的地域コミュニティづくりの上からも，農協を消費者に理解してもらう点か
らも問題点といわなければならないし，地域社会の発展という大乗的見地か
ら，高い観点で相互金融による協同組合間協同がはかられることが必要であろ
う。
第 3の協同組合間協同の媒介項は土地利用を通じての協同であろう。現代の
管理通貨制度のもとにおいてはインフレーションはさけることのできない宿病
である。したがって農業者は土地の売却にはきわめて消極的である。一方，都
市生活者や一般消費者は，土地欠乏と住宅難に悩んでいるのが実態である。そ
こで農協が組合員である農業者から土地の信託を受け，これを都市菜園として
貸付けるのはもちろん，進んで余裕金を投入して住宅を建設し，これを比較的
低簾な価格で生協に貸付け，土地所有者には一定の地代を保証するような土地
管理システムを作って，協同組合間協同をはかって行くことが考えられる。
すでに住宅協同組合が組織されたり，農住構想があるが，これは農家の土地
に個別農家の資金で住宅を建設し，それに農協が資金を融資しようとするもの
で，協同組合間協同の形態はとっていない。これを個別農家の段階から協同組
合段階まで引きあげて賃貸借条件の協定，妥当な賃借料の協定などを双方の協
同組合で対応し，協同組合間協同をはかうて行くことが考えられる。
土地価格がますます高騰し，農協組合員も土地所有権を売却したがらない条
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件のもとで，住宅事情の悪化を解消する方法として，協同組合間協同による下
からの打開策もプランニングされる必要があろう。このことほ協同組合的地域
コミュニティ建設と深くかかわる問題で，｝レーバン・コミュニティ (Ruban 
Community)の出現に対応する協同組合の将来計画の一貫として構想さるべき
問題であろう。
第4の協同組合間協同の媒介項は，医療や社会福祉など，社会の保護者とし
ての役割を通ずるものである。医療機関は人口の多い都市に集中し，人口の少
ない農村部や辺境の地にははきわめて少なく，その受恵度に著しい不均衡をも
っている。これは現代の医療が，一種の企業となり，このため医療資本は受診
人口が少なく，資本の投資効率の悪いしたがって利潤率の低いところに進出し
たがらないからである。医療機器の高性能化はますます投資額を巨大化してい
るが，この償却のため，点数制のもとでおびただしい投薬量の増大を誘発し，
「薬づけ」といわれるほどの乱診乱療を惹起し，医療の荒廃は目を被わしむる
ばかりとなっている。医学部進学のための多額の納入金や不正診療はその氷山
の一角を露呈したものといってよい。このようななかで，人間のための医療の
在り方がヒューマニズムを精神とする協同組合によって探索されるのも，けだ
し当然のことといわなければならない。
このようななかで農協と生協，あるいは住宅協同組合や労働者共済協同組合
などが協同し，協同組合病院の建設に進み，地域医療の拠点をつくって行くこ
とも考えられる。現に厚生農協連合会の病院が全国で 111,診療所が32がつく
られ，地域医療の中心となって活動している6)ことは注目されるところである。
今後，医療機器は一層高性能化し，また用地，人件費を含む病院建設費はま
すます巨額の資金を必要とすると思われるが，．このことが協同組合間協同をさ
らに要請する要因となろう。農協組合員たると生協組合員たると， はたまた
漁協協同組合員たるとを問わず，ともに診療できる協同組合病院の建設，さら
6)高橋新太郎『協同組合を中心とする日本農民医療運動」 （全国厚生農協連合会昭和43
年7月刊）
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にリハビリテーション・センター，保養センターの建設などが協同組合間協同
によって設置されるならば，ロバアト・オウエン以来，ロッチデール公正先駆
者組合がとくに初期の段階で追求した協同組合的コミュニティ建設が，「空想
的」ではなく現実的なものとして一歩，前進を示しうるというべきであろう。
4 生協と農協間の提携条件
協同組合間協同のうち，もっとも重要なものは，異種協同組合間協同であろ
う。したがって，異種協同組合間協同の典型として，生協と農協の提携条件に
ついて考察をすすめてみたい。
異種協同組合間協同が成立するためには，いろいろの条件があるが，まず双
方の協同組合の間にその必要性についての認識が高まり，協同組合間協同の理
念が不動のものとして確立することが第 1条件であろう。
この主体的条件の成熟をぬきにしては，協同組合間協同は永続性をもつこと
はできない。 このことは， 組合間協同の実態調査をおこなった結果によって
も，明かなところであるし，また成功している事例の殆んどが，明確な理念を
もっているし，協同組合経営の姿勢のなかに「運動」としての位置ずけがなさ
れている場合が多かったことによってもわかる”。
この主体的条件の成熟度によって提携が進められている事例をタイフ゜わけし
てみると， (A)生協主導型， (B)農協主導型， CC)双方対応型， (D)理事先導
型， CE)職員主導型， (F)組合員先行型などの類型を検出することができる。
しかしながら仔細にみると，主体的に提携意識が形成されている場合でも，そ
の根底に客観的条件が存在することが多い。つまり客観的・主体的条件の成熟
によって，組合間協同がおこなわれているというのが実態である。
そこで，ここでは協同組合間協同がおこなわれる客観的条件について分析し
てみたい。
7)この点の実証は伊東勇夫編著『協同組合間協同論」（御茶の水書房近刊）参照．
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(1)農産物の価格形成
319 
まず第 1の客観的条件としてあげられるのは，農産物の価格形成をあげるこ
とができる。農産物価格形成は中央卸売市場ないし地方卸売市場において荷受
会社の主催のもとに仲買人，売参人の立会のもと「セリ」売買によっておこな
われるのが一般的である。また全農生鮮食品集配センターのように， 「セリ」
売買方式をとらず，相対（あいたい）売買方式をとるところもある。 これは全
国の農協から集めた生鮮食品を，全膜の主催のもとに専門小売店，総合食料品
店，スーパーマーケット，生活協同組合，給食施設などに直接「相対」方式で
販売する組織である。ここの特色は，仲買人や買参人の「セリ」によって価格
形成をするのではなく，生産者の意向をくんだ立合人と買出人の「相対」によ
る協議にょうて農産物の価格を決めていることである。この方法によると；需
要と供給を話合によって調整できるため，価格の暴落の振幅を少なくすること
ができる。しかし現実の月別の市場価格の変動と照し合せてみると，中央卸売
市場のセリ価格がプライス・リーダーになり，相対価格はこの価格に随件する
形になっている。資本主義社会における市場価格形成の強い支配を，相対価格
といえども基準にせざるをえないというのが現実というべきであろう。もちろ
ん， 「相対」方式の場合は電話による予約注文や早朝引渡，調整・加工を話合
で可能にしている点が特徴として挙げられる。
わが国においては未だ「相対」方式による価格形成はまだごく一部分で，現
実の農産物流通の大宗は卸売市場による「セリ，」売買によっているといってよ
い。したがってここでは，卸売市場の「セリ」売買方式による農産物価格形成
の問題をとりあげてみたい。
普通，農産物流通は(A)市場流通と(B)市場外流通の 2つがある。市場外流
通には(1)生産者による直販タイフ.'(2)消費者組織または小売商組織による
産地直結タイプ， (3)スーパー，デパート，商社などによる直結タイプ， (4)
農協，生協など協同組合間協同によるものに類別することができる。
市場流通は生産者が組織を通じて中央卸売市場あるいは地方市場へ出荷する
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ものである。いま，流通過程の機構を示すとつぎの第1図のようである。
中央卸売市場には単数の卸売会社（荷受会社）がある場合と複数の卸売会社
が存在する場合とがあるが，生産者から送られてきた荷物はこの市場内に陳列
され，普通6時半，ところによっては 7時から「セリ」が開始される。「セリ」
の価格形成は仲買人，売参人の発声や表示によって最高値に落札する仕組みに
なっている。一般には需要量が一定であれば，供給量が多ければ価格は低く形
成され，また供給が少なく需要が多ければ価格は高く形成される。価格が高騰
すれば市場への供給は増加し，これに反し需要は減少し，いわゆる蜘蛛の巣状に
価格は変化しながら需給均衡価格が成立する。かくして成立した価格が卸売価
格である。この卸売価格から市場手数料が野菜の場合は8.5彩，果物の場合は
7.0鍬水産物5.5彩が荷受会社に納付される。卸売価格から市場手数料を差引
いたものが生産者の卸売市場からの手取価格になる。これから，さらに流通諸
経費，諸掛が差引かれ実質的な農家の生産者価格（庭先価格）になるが，これが
経済学原論で抽象化していう生産価格に近い。
ところで卸売価格（市場価格）と生産者価格さらには消費者価格（小売価格）
の間には大きな格差が存在している。場合によっては生産者価格の数倍に達す
る消費者価格も珍らしいことではない。
いま，生産者価格(m)と卸売価格（れ），小売価格(n2)の関係をシェーマ化し
てみると第2図のようである。
生産者価格は卸売価格から一定の市場手数料，出荷経費を差引いたものであ
るから両者は対応した動きをするが，小売価格は必ずしも卸売価格に連動して
いるわけではない。 これは小売商人が日々の小売価格を卸売価格（仕入価格）
に連動させて店頭に表示するわけではないからである。このため卸売価格ヵ5安
くなると消費量が増加し，これが逆に卸売価格を引上げるように作用するとい
う需給機能を硬直させることにもなっている。しかしながらこの三種類の農産
物価格は深く結びついて運動しているとみることができるp
周知のように生産価格は資本主義的農業生産の場合は，限界地の個別的生産
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価格 (C+V+P) が市場調整的価格になり， この価格水準に規制される性質
が強い。これは資本家的経営者が利潤Pを確保できない水準に市場価格がおち
こむと限界地の生産を放棄するようなり， このため栽培面積が削減され，限界
地の耕境が移動するようになる。このため次期作の収穫が面積の削減分だけ減
少し， このため市場への出荷量が減じ， このためやがて価格水準を引きあげる
ように作用するようになる。 したがって資本家的経営の場合は農産物価格は費
用価格 (C+V)に平均利潤を加えた生産価格 (C"+V+P)の水準で規制され
るようになる。
いまこの場合の地代（差額地代）
3図のようになる。
と利潤との関係をシェーマ化してみると第
第3図 豊度の差額地代と限界地の関連（単位生産物当り）
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すなわち，資本家的農業生産の場合は，経営の目的は利潤Pの収得であるか
ら， 平均的利潤が収得されなければ， 生産は持続されず， 次期作は放棄され
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る。したがって費用価格 (C+V) と利潤 Pの収得が限界地における再生産の
限度となる。この場合，限界地には平均的利潤は成立するが平均利潤部分を超
過する地代は成立できない。限界地は差額地代ゼロとなるが，優等地では同一
市場価格のもとでも平均利潤を超過する剰余部分が形成され，これは地代とし
て優等地の土地所有者に支払われることになる。
小農的生産の場合は同様に限界地の費用価格 (C+V)水準によって農産物
価格は規制される性質をもつ。もし限界地の個別生産価格が費用価格の線を切
り労賃部分にまで喰込むようになると，生産農家は次期作の播種を中止ないし
転作するようになる。そうすると栽培面積は限界地の方から削減されて，次期
作の生産量は豊凶を考慮しないとすれば，減少し，市場出荷量もそれに応じて
減少する。もし需要量に変化がないとすれば，このようにして供給量が減少す
るから市場価格は上昇してくる。そしてもし価格が高く形成されれば，生産者
は次期作の播種量を増やす・。そおすると次期は市場への出荷量が増加し，需要
量に変化がないとすれば，市場価格は低落する。この市場価格の変動を通じて
小農生産の場合はつまりは費用価格の水準に落付くように作用する。
ところで，卸売市場の卸売価格の形成が物価の基準であることはいうまで
もないが，国民経済の再生産を考える場合，重要なことは，労働者の賃金で購
入される消費者価格こそ物価のポイントであることである。従来の農産物価格
論は市場価格として形成される「生産者価格論」であったということができ
る。ところが，生産者価格と消費者価格の間には何倍もの価格の開きがある
が，この間の大きな価格差を価値論的に説明されなければならないが，この問
題を見落した生産者サイドの農産物価格論であったといわなければならない。
生産者価格と消費者価格を包括的に説明する農産物価格論がいまや求められて
いるというべきであろう。
この場合，問題となることは，生産者価格と消費者価格の間には時に数倍に
も及ぶ価格差が流通過程で起っているということである。この価値部分は生産
過程で形成されたものか，それとも流通過程で他の方面から流入して来た剰余
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価値と考えるぺきかという価値源泉の問題がある。もし流通過程での流通労働
を運輸労働を除いて価値形成労働でないとする場合，生産価格と消費者価格の
間の価格差が価値の実体として解明されなければならない8)。流通商業資本は，
流通過程で直接価値生産をおこなっていないので，商業利潤部分は生産過程で
の剰余価値に寄食するか，みずからの商業活動により，商業的経費や商業利潤
部分を消費者価格に転嫁し，それだけ消費者価格をおしあげて消費者の労賃部
分から奪い取っているとも考えられる。
商業資本は消費者価格が高いのは生産コストが高くなったためだといい，生
産者には生産コストが高いと輸入量の自由化でいくらでも流入するといって，
あたかも生産者と消費者は不倶戴天の敵だというように両陣営の合戦を演出し
てく。ところが生産者は手取価格が安く，消費者は消費者価格は高く，その間
に場合によっては数倍の開きがあり， それが商業資本の介在によるものであ
る，という事実を知るようになる。両陣営の自覚が高まり，この認識が一般化
すると，商業資本を介在させずに，直接に生協と農協が商品流通をおこなおう
ということになる。商業資本の排除による商業利潤部分の削減が協同組合間協
同の経済論理の一つになる。
そして生産者手取価格と消費者価格の価格差を縮めるため，流通過程での卸
売資本や仲買資本，小売商人などの商業利潤を生協・農協の提携のメリットと
して配分しようとするのが協同組合間協同の現実的な狙となる。
ところで，流通過程において商業資本を排除し，その排除した部分を組合員に
メリットとして還元する協同組合とはなんであろうかということになる。近藤
康男氏は協同組合とは「商業資本の特殊な企業形態」または「特殊な企業形態
をとる商業資本」9)であると規定されている。「特殊」・というのは出資者である
8)飯盛信男氏はサービス労働を非生産的労働と規定する従来の定説を拒否し，ソ連での
生産的労働論争を摂取しながら，価値形成労働であると規定している。「生産的労働の
理論』（青木書書店1977年刊）。『生産的労働と第三次産業』（青木書店 1978年刊）。SI.
A. ペヴズネル『国家独占資本主義と労働価値説』（中野・鈴木訳，合同出版1980年）参照．
9)近藤康男「協同組合の理論」 （御茶の水書房1962年刊， 3ペー ジ）
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組合員が主人で，協同組合はそのための施設であり，必ずしも常に利潤をあげ
ることを目標とするものでもない商企業であるという意味であるといわれる。
本来，商業資本 (CommercialCapital, Handelskapitai)というのは，流通過程
において商品を貨幣に転化させたり，貨幣を商品に転化させる機能をもつ資本
のことである。株式会社の形態をとるものは株主と経営者と労働者に分離し，
利子，企業者利潤，労賃が分化している。協同組合の場合は地域的，職能的に
特定された出資者，利用者，経営者が基本的には「組合員」という形で同一化
しており，組合員は組合の施設を利用することによって便益をうることを主目
的にしている。したがって，組合員と組合との間には本来市場価格は存在しな
いし，組合員への販売は購買事業とよばれている。また，協同組合の運営は組
合員の意志によって民主的におこなわれる組織になっており，出資配当も制限
し利用による便益を軸として機能を果す建前になっをている。そしてその機能
も生産，購買，販売，信用，共済，医療，住宅などに及び商業資本として律す
ることはできない。
このような点から商業資本と区別して歴史的に「協同組合」と呼び，その企
業形態を協同組合企業といっている。国営企業や公営企業が商業資本でないよ
うに協同組合を「拘束された」とはいえ「商業資本」と呼ぶことには難点があ
るといわなければならない。
(2)農産物の品質，内容の安全性
生協と農協が協同組合間協同を結ぶ条件として，農産物の品質および内容，
安全性などの問題がある。商業資本である卸売流通資本は商業利潤を活躍の目
的とするものである。卸売流通資本のもとでの農産物流通システムは集荷，価
格形成，分散機能を短時間のうちに果すが品質，規格，価格，安全度などで消
費者のニーズを満しえないことが多い。かかる際，生協は市場を媒介とせず直
接農協と提携を求め，協同組合間協同を成立させていることである。とくに現
代の卸売市場は， 直接消費者とは関係のない規格， 等級，選別，包装を要求
し， しかも栄養的な内実よりも，外形的美観を中心に価格が決められる傾向
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が強い。このため生産者は着色剤などの多種多様な農薬使用をよぎなくされ，
食品としての安全性に疑惑をもつようになってくる10)。また，熟期が来ていな
い未成熟なものを採取・出荷したり商品として歪められた形で消費者へ供給さ
れたりしている。このような外形本位の市場流通を打破し，使用価値を中心と
する流通を創造しようという共通の認識を媒介として生協と農協の組合間協同
が行なわれる素地が形成されてくる。この代表的事例を北九州市民生協と大分
県下毛郡下郷農協の提携や京都市民生協と大山乳業農業協同組合の提携にみる
ことができる。
第3は現在の卸売市場は集荷機能，価格形成機能，分散機能をもち，大きな
社会的役割を果しているが，｀消費者のナショナルミニマムの要求を必ずしも満
しえないという矛盾をもっている。この矛盾を克服する方法として生産者と消
費者の協同組合が協同していこうとするケースが起っている。
たとえば，卸売資本は定額手数料制（野菜8.5彩，果物7.0鍬水産物5.5彩）をと
るシステムになっているが；価格が安く，重量が重<,容積をとるような「露
地もの」の取扱いを好まないという性質をもっていることは否定することがで
きない。逆にいうと価格が高く，容積が小さく，重量が軽い農産物は取扱が便
利なだけでなく，手数料定額制のもとでは，手数料収入も功率的であるため，
商業資本としてはこの方を歓迎するという性質をもつ。このような点から「露
地もの」，「泥つき」などより抑成，．促成栽培による施設加温型農産物が市場愛
好の商品となる。冬場に化石エネルギーを燃して生産される苺，胡瓜，茄子，
ビーマンなどは消費者が珍らしいといって選好するということもあるが，商業
資本の誘導によるところも大きいといわなければならない。これが加温農業を
急速に拡大した一因をなしているということができよう。
10)荷見武敏・鈴木利徳『有機農業への道」楽遊書房1977年，農林中央金庫研究センター
「有機農業」 1976年，山本陽三「生産者と消費者を結ぶ」 （農政調査委員会刊1978年
刊），岡部守『産直と農協」 （日本経済評論社， 1978年刊）， 首都圏流通問題研究会編
『農産物流通の現代的課題」 （農林統計協会1979年刊）参照。
211 
328 闊西大學『純清論集」第31巻第2号
しかし消費者の栄養，保健上からいうと，露地ものや筍（しゅん）のものなど
が欠せない農産物ということになる。現に施設加温型の農業が貴重な石油を焚
いて真冬に夏場のものが生産されているのに，一番ビタミンを必要とする夏場
の露地柔弱野菜が不足するという事態がこの矛盾を象徴的に示しているといえ
よう。
そしてこれは抑成，促成による施設加温型栽培がコスト高にもかかわらず，
露地ものより市場価格が高く価格も安定的に推移してきたという実態からきた
ものであるが，＇シビル・ミニマムという点から根本的な問題をもっているとい
うことができる。その反省の上に立って消費者のグループないし生活協同組合
と，生産者の協同組合が連帯し，使用価値や内容を中心とする農産物流通を作
ろうとする試みが現われている。その典型を消費者グループと有機農産物生産
者グループをつなぐ熊本有機農産物センターにみることができる。
故A・レイドロウ博士（前カナダ協同組合中央会長）は， 第27回国際協同組合
大会 (1980年10月モスクワ）の討議資料として『西暦2000年における協同組合』
を提出したが，そのながで協同組合が第 1にやらねばならないことは，世界の
飢えを満す協同組合運動であるとしている。そして1844年のロッチデール公正
先駆者組合にみられるように，組合は組合員に食料品を供給する事業を主とし
て行なったという伝統をもっており，協同組合は食料の生産と消費については
最大の能力をもっている分野であるといっている。このことから 3つの提案を
している 11)。
第 1はあらゆる種類の協同組合は，各段階において生産者と消費者の橋渡し
をしなければならないとしている。農民と都市の消費者の協同組合は，協同し
て食糧の生産と流通をめぐる広範な問題を取り上げるべきで，販売コスト，値
開き，加工による食品価値の破壊，過剰包装，浪費，商品調査，危険な牒薬の
使用，余剰食糧の処理，貯蔵など農場から食卓までの，食料品に関するあらゆ
11) A. F. Laidlaw, Co-operative in the year 2000, (International Co-operative 
Alliance, Paper No.3 P. 151-152) 
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る問題をとりあげるべきだと協同組合間協同の具体的方法を提案している。
第2に農民の協同組合と消費者の協同組合は．都市化によって侵食されてい
る農地を守り，長期的な総合的食糧政策を両者の協同によって確立すべきこと
を提言している。
第3は消費者，生産者の協同組合は相互協力することによって，発展途上国
や小農の組織を支援する開発計画に取り組み，世界の飢を克服しなければなら
ないと強く提言している。 1966年の新 6原則（ウイーン原則）のなかの協同組合
間協同の原則こそ，西暦2000年の国際協同組合運動の方向であることを改めて
確認しているというべきであろう。 (1~81. 4. 27 受理）
213 
